
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：25－019） 

 

１ 2027 年の太平洋諸島フォーラム（PIF）首脳会議を主催するニュージーラ

ンド（NZ）のラクソン首相は、同年に東南アジア諸国連合（ASEAN）首脳会議

を主催するシンガポールのウォン首相との間で、2027 年に両機関が連携して取

り組むことで合意したことを明らかにした。 

ラクソン首相は、アジアの玄関口としての役割も果たす太平洋島嶼国のパプ

アニューギニアなどを例に挙げ、「両機関の連携は、太平洋島嶼国にとって成

長と発展の機会を創出すると同時に、ASEAN 諸国による支援の機会も生み出

す。」と述べた。 

ASEAN 首脳会議は 1967 年に設立され、隔年開催されている。米国、NZ、豪州

なども対話パートナーとして参加している。PIF 首脳会議では、インドネシア、

マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイなどが対話パートナーとなって

いる。 

第 47回 ASEAN首脳会議はマレーシアで開催され、日本から高市首相が参加し

た。高市首相は、安倍元首相が推進した「自由で開かれたインド太平洋

（FOIP）」を提唱し、ASEAN を含むグローバル・サウス諸国との関係強化を図

る方針を示した。 

ASEANは 5年ぶりに「インド太平洋に関する ASEAN・アウトルック」（AOIP）

に関する共同声明を発表し、自由で開かれた海洋と法の支配を掲げ、AOIP と

FOIP が国際法の遵守と繁栄の促進という関連する基本原則を共有することを再

確認した。 

原文 

（28th October 2025, PACNEWS） 

原文 

（27th October 2025, Asahi） 

 

２ チリで開催された南太平洋国防大臣会合（SPDMM）に出席したフィジーの

ティコンドゥアンドゥア国防相は、フランスの Rogeau駐チリ大使との間で、両

国間の海洋安全保障と相互運用性の強化を目的に、漁業監視活動のためフィジ

ー担当官がフランス海軍艦艇に乗船することを認めるシップライダー協定に署

名した。 

また、豪州、チリ、フィジー、フランス、ニュージーランド、パプアニュー

ギニア及びトンガの国防相等は、豪州とフィジーの「Vuvale Partnership」の

下で設立された「Vuvale Maritime Essential Services Centre」を、国際犯罪

https://pina.com.fj/2025/10/28/new-zealand-and-singapore-forge-stronger-ties-aim-to-unite-pacific-and-asia/
https://www.asahi.com/ajw/articles/16117458


や海洋脅威に対する連携強化のための地域ハブとして活用するというフィジー

の提案を歓迎した。 

2026年の次回 SPDMM はフィジーが主催することで合意された。 

原文 

（27th October 2025, The Fiji Times） 

 

３ アジア開発銀行（ADB）は、アジア太平洋における包摂的かつ持続可能な

成長を推進するため、従来の融資から民間セクターへの数兆ドル規模の投資へ

と戦略を転換している。 

2023年、ADBは気候変動対策のための 98億ドルを含む 236億ドル超の開発融

資を行っており、2030 年までに民間セクターへの投資額を年間 131 億ドルとす

ることを目指す。 

ADB は、未開拓市場で従来敬遠されていた分野における民間セクター投資を

促進し、経済成長を刺激するよう設計された Wayfinder Programを開始した。 

同プログラムは豪州政府の支援を受けており、新興企業や支援不足の企業向

けに最大 1000 万ドルの融資と初回損失の最大 50％を補償するリスク軽減メカ

ニズムを提供する。 

これにより太平洋地域において銀行がより高リスクの民間セクター投資を行

うことを可能としている。 

原文 

（28th October 2025, Islands Business） 

参考：Wayfinder Program（ADB） 

 

４ パラオ海上警備・魚類野生生物保護部（DMSFWP）の Francis Tkel は、国際

協力機構（JICA）の海上保安政策プログラム（MSP）修士課程を修了し、修士

号（政策研究）の授与を受けた。 

 また、DMSFWPの Jeremy Nakamuraは、10月 27日から 12月 6日にかけて JICA

の課題別研修「救難・環境防災コース」に参加する。 

原文 

（28th October 2025, Island Times） 

原文 

（28th October 2025, Island Times） 

 

５ パラオ国立海洋保護区（PNMS）設立 10周年を記念し、パラオ全土において、

コミュニティが結束した清掃活動が実施され、1 日で 2000 ㎏以上の廃棄物が回

収された。 

この全国的な取り組みは、Rubekul Belau、パラオ国際珊瑚礁センター

（PICRC）、 パラオ国立海洋保護区友の会（FPNMS）、レメンゲサウ財団の協力

のもと、教育省、知事協会、議長協会、パラオアースデイ委員会、パラオコミ

ュニティカレッジ（PCC）らの支援によって実現された。 

https://www.fijitimes.com.fj/fiji-strengthens-regional-maritime-security-at-south-pacific-defence-ministers-meeting/
https://islandsbusiness.com/news-break/bank-boosts-private-investments-for-sustainable-pacific-development/
https://www.adb.org/sites/default/files/project-documents/59142/59142-001-rrp-en.pdf
https://islandtimes.org/tkel-completes-masters-program/
https://islandtimes.org/nakamura-to-jica-kccp-training/


原文 

（28th October 2025, Island Times） 

 

６ ローウィー研究所（豪州）は、2008 年から 2023 年までのデータに基づく

年次報告書「Pacific Aid Map」第 8版を公表した。 

 同報告書によると、太平洋地域への開発支援総額は、2023 年に 36 億ドルま

で減少し、パンデミック前の水準に低下した。パンデミック中に拡大した緊急

融資が急減した一方、無償開発援助は安定している。 

米国、英国、ニュージーランド、そして欧州諸国の多くが対外援助予算を削

減している中、豪州は、太平洋地域への無償開発援助全体の 43％を占めており、

今後、他の開発パートナーによる削減を相殺する重要な役割を果たすと予想さ

れている。 

また同報告書は、米国による太平洋地域に対する支援の大半はコンパクト

（自由連合盟約）のもとで提供されており、米国国際開発庁（USAID）の解体

による影響は比較的小さいとしている。 

他方、こうした動きは中国にとって思うつぼである。同国は太平洋地域に対

する伝統的な“債務の罠”融資を減少させ、小規模だが地域に根差した草の根

の無償開発援助を優先させており、2024 年に署名された無償開発プロジェクト

額は過去最高の 2 億 700 万ドルを記録した。2025 年上半期も同様の傾向が続い

ている。これにより中国はより地域に受け入れられ、名前が見えるようになっ

てきている。 

地政学的競争により、太平洋地域への支援の大部分はインフラ資金であり、

人材開発支援は減少している。同報告書は、教育支援は 15年ぶりの低水準であ

り、地域の発展の長期的な基盤に対する懸念が高まっているとしている。 

 パラオについては、依然として世界で最も援助依存度の高い国の一つであり、

開発援助額の GDP 比は 12％と太平洋地域で 5 番目に高いという。パラオへの支

援の大部分は米国、日本、豪州の 3か国が提供している。 

原文 

（30th October 2025, Radio NZ） 

原文 

（27th October 2025, Lowy Institute） 

原文 

（2nd November 2025, Island Times） 

 

７ パラオのアンガウル州は、9 月 29 日付けでアイタロー国務大臣宛てに書簡

を送付し、同州における米軍のレーダー（TACMOR）計画が地域社会に何の利益

ももたらさず、重機により道路を損傷し、天然資源を枯渇させ、港湾施設を劣

化させていると訴えた。 

 また、近隣のペリリュー島は米軍事業でインフラ支援を受けていることを指

摘し、この差がアンガウル州の住民の憤りを買っているという。 

同州は、適切な補償又はインフラ支援を確保するよう政府に要請している。 

原文 

https://islandtimes.org/palau-unites-for-nationwide-clean-up-marking-10-years-of-national-marine-sanctuary-protection/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/577193/pacific-faces-major-aid-shortfall-as-nz-and-western-donors-scale-back-lowy-institute-report
https://pacificaidmap.lowyinstitute.org/analysis/2025/key-findings/
https://islandtimes.org/us-japan-and-australia-are-palaus-top-aid-donors/
https://islandtimes.org/angaur-to-palau-government-u-s-military-project-must-benefit-local-community-not-just-damage-it/


（28th October 2025, Island Times） 

 

８ 10 月 26 日から 29 日まで、パラオのウィップス大統領が、成田・パラオ間

の直行便就航記念式典への出席等のため訪日した。2021 年の同大統領就任後、

通算 10回目の訪日となった。 

訪日中、同大統領は鈴木農林水産大臣と会談し、持続可能な漁業水域拡大を

含む漁業分野の協力について意見交換を行った。 

また、片山財務大臣とも会談し、パラオで導入を予定している貯蓄国債や再

生可能エネルギー、観光促進等について意見交換を行った。 

原文 

（31th October 2025, 在パラオ日本国大使館） 

 

９ 10 月 22 日（水曜日）、在マーシャルの相馬大使は、無償資金協力「マジ

ュロ環礁における貯水池整備計画」（21 億 6700 万円、約 1450 万ドル）の引渡

式典に出席した。 

 マーシャル諸島のハイネ大統領、関係閣僚、マジュロ上下水道公社（MWSC）

CEO らが出席した同式典において、貯水容量約 1150 万ガロンの新規雨水貯水池

が引き渡された。 

既存の貯水池と合わせ、総貯水容量は 4700万ガロン以上に増加する。これら

の貯水池はマジュロ市民の日常生活と生計に必要不可欠であり、気候変動や自

然災害に対するレジリエンスの向上が期待される。 

原文 

（24th October 2025, 在マーシャル日本国大使館） 

原文 

（31th October 2025, The Marshall Islands Journal） 

 

  

https://www.palau.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_02241.html
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